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【一般会計予算規模の推移】

上数値：予算額
下数値：増減率

注：グラフの数値については、当初予算額（H20は6月補正後の予算額）です。

　平成２１年度予算は、歳入面では、人口増加に伴う納税義務者数が伸びているにもかか

わらず景気後退の影響により市税収入が減少しています。また、地方交付税においては、

地域雇用創出等が創設されたものの、本市への交付額は減少の見込みであり、臨時財政対

策債を含めた一般財源全体では微増となりました。

　一方、歳出面では、退職手当を含む人件費、市債の償還に伴う公債費、身体障害者福祉

費や生活保護費などの扶助費といった義務的経費が増大してきており、行政改革を進めて

もなお多額の財源不足が生じるという、極めて厳しい財政運営を強いられることが予想さ

れる中での予算編成となりました。

　このため、２１年度予算編成にあたっては、これまで以上に歳出の抑制と効率化に努め

るとともに、自主財源の確保を図るなど歳入・歳出の全てを再検証の上、新たな編成手法

として『部局単位の枠配分方式』を導入し、限られた財源を最適に配分するため事務事業

の効率的かつ効果的な取捨選択を行うことにより、恒常的な財源不足の解消に努めました。

一般会計の概要

ため肉付け補正後の予算額と比較すると７，７２４万円の減（対前年度比０．４％の減）

となります。なお、この中には公的資金補償金免除繰上償還による借換分を含んでいるた

め、借換分を除いた実質的な比較では３億２，４５５万円の増（対前年度比１．７％の増）

となっています。

０００万円の増（０．８％の増）となっていますが、前年度の当初予算は骨格予算編成の

　２１年度一般会計の予算規模は、１９７億７，０００万円で前年度と比べると１億５，

予算案の概要

一般 会 計予 算の 概要



〔市税収入見込額〕
（単位：万：％）

（単位：千円）

※当該年度４月１日現在人口

Ｈ21は１月３１日現在人口

４,５２０,０００ 

３,６８４,９６１ 

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税 ( Ｃ )

９１,７００ 

３,６５４,６７５ 

８８,５００ 

区　　　　　分

３,７４９,８００ 

３,４３７,８００ 

３１２,０００ 

Ｈ１７

市 町 村 民 税

う　ち　個　人(Ａ)

う　ち　法　人(Ｂ)

７,８５６,５９８ ８,１０７,９６５ 

Ｈ２０

７３,７４５ 

Ｈ２１

７４,６０１ 

Ｈ１８ Ｈ１９

７０,８６１ 

４,８２８,６００ 

Ｈ２０ Ｈ２１

８０,７００ 

３０８,６００ 

Ｈ１８

４,１５８,９００ 

３,８３１,０００ 

３２７,９００ 

Ｈ１９

４,９９７,０００ 

４,５９２,０００ 

４０５,０００ 

軽 自 動 車 税 ( Ｄ )

市町村たばこ税(Ｅ)

３,５４６,０９０ 

８４,２００ 

３１３,０００ ３１７,３００ 

３,７１６,４９８ 

７３,０００ 

３,５４３,３６５ 

３０２,０００ 

４,９４６,６００ 

４,５６８,０００ 

３７８,６００ 

市 税 合 計

２９２,０００ 

８,８９７,２６１ ８,９４０,２９０ ８,９９１,７７５ 

３２５,０００ 

８,８５０ 

３０,２００ ２９,２００ 

３６５,４６７ 

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

合 計

９,１７０ 

８８９,７２６ 

人　　　　　口 ７２,０３８ ７２,９６１ 

年　　　　　度 Ｈ１７

△ １８.５  

０.８  

３.６  

△ ３.３  

市 民 税

固 定 資 産 税

３７,８６０ 

４４９,７００ 

３６８,４９６ 

３０,８６０ 

４８７,５６０ ４８２,８６０ 

４５２,０００ 

△ ４,７００ 

２,３００ 

△ ２,３５１ 

△ ７,０００ 

３,０２９ 

３２０ 

△ １,０００ 

△ ０.３  ８９２,０７７ 

Ａ－Ｂ

△ １.０  

０.５  

平成２０年度平成２１年度

当初収入見込額　Ａ 当初収入見込額　Ｂ

差引 増減率

（Ａ－Ｂ）／Ｂ
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【税目別収入額の推移】

人　口　推　移

A

C

D

E

B

①

７２６万円と見込みました。個人市民税で、納税義務者数の増加により２，３００万

円の増（０．５％増）、法人市民税は、景気後退の影響により７，０００万円の減（

１８．５％減）、固定資産税では、３年に一度の評価替えにより３，０２９万円の増

（０．８％増）になると見込んでおります。

歳 入

　市税収入については、前年度予算額と比較して２，３５１万円の減となる８８億９，



　

（単位：千円：％）

１１.０  

４.７  

１.１  

４.６  

１８６,９００ 

４５.０  

１６.７  

０.９  

８,９２０,７７５ 

３,５４０,０００ 

平成２１年度 平成２０年度

地 方 特 例 交 付 金

そ の 他 の 収 入 △ １１.４  

△ ０.４  １００.０  

△ ３００,３６６ 

△ ７７,２４７ 

２,６４４,５４４ 

１９,８４７,２４７ 

２,３４４,１７８ 

１９,７７０,０００ 合 計

２１４,８００ 

３,３００,０００ 

地 方 譲 与 税

１４３,８００ 

国 ・ 県 支 出 金

９３１,０００ 

２,３１５,３２８ 

２,０８４,３００ 

６００,０００ 

市 債

１４.３  

平成２１年度

１１.９  

３３１,０００ 

７１,０００ 

５５.２  

４９.４  

△ ０.３  

△ ６.８  

△ ５.８  

構成比増減率（％）

２,６４６,８６１ 

１９８,５００ 

△ ２３,５１４ 

△ ２４０,０００ 

△ １１,６００ 

うち臨時財政対策債

市 税

地 方 交 付 税

８,８９７,２６１ 

２,１８０,０００ 

比較

３３１,５３３ 

９５,７００ 

１３.４  

増減

3,840

724

3,660
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3,588
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【広義の地方交付税】

【一般会計歳入の内訳】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

臨時財政対策債

地方交付税

② 　地方交付税については、地方財政計画では、地域雇用創出推進費の創設などにより

交付税総額は２．７％の増となるものの、算定基礎となる第一次産業就業者などの比

率が低く伸びは見込めないため、３３億円（対前年度比６．８％減）を計上していま

す。

③ 　国・県支出金については、２６億４，６８６万円、前年度比３億３，１５３万円の

増（対前年度比１４．３％の増）となっています。これは、社会福祉費負担金や生活

保護費負担金等による増であり、歳出の増加に伴うものです。

④

６％の増）となっていますが、臨時財政対策債が３億３，１００万円増加することに

よるものです。

　また、公的資金補償金免除繰上償還に伴う借換債は５％台の利率の政府債が対象で

あり、１億４，４２０万円の発行を予定しています。

　市債については、２１億８，０００万円を計上、前年度比９，５７０万円の増（４．
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【一般会計歳入構造の推移】
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【歳入財源内訳の推移】



(単位 : 千円 : ％)

０.０ 

△ ０.４ 

△ ２.７ 

△ １００.０ 

０.０ 

△ ２８.３ 

△ ４.５ 

１９,８４７,２４７ 

増減率

１.２ 

２.１ 

９.３ 

△ ４.７ 

５.３ 

５.６ 

△ ０.９ 

３,０００ 

５０,０００ 

９３５,００９ 

４,３０８,０４１ 

２,５８５,９６３ 

５,２８０ 

４,３２２,０００ 

２,４８１,１０１ 

２,３４４,９０１ 

１３６,２００ 

２,４０１,６８９ 

１,４６６,６８０ 

０.０  

１６３,２２８ ０.６  

△ １８８,４３３ 

△ ３４４,６８３ 

△ ５.９ 

７.２  

０.３  

２０.８  

１２.７  

０.７  

０ 

２０２,５３７ 

０.０  

１２２,６８６ 

７６,３１６ 

増　　減

２４８,３７０ 

△ ６７,９０８ 

△ ６９,０４３ 

△ ５,２８０ 

３,０００ 

１１７,０２６ 

１,４３２,６６２ １,５００,５７０ 

０ 

△ ４６,２０２ 

０ 

１３１,８９６ 

△ １,２５０ 

△ １４２,１４６ 

H20年度

１０,６５６,４１６ 

△ ２０２,０００ 

１３０,６４６ 

３,６５４,２７５ 

２,６８０,１４１ 

３.０  

人 件 費

扶 助 費

消費的経費 計

公 債 費

１３.８ 

単 独

△ ７７,２４７ 

１１.４  

８.４  

維 持 補 修 費

補 助

繰 出 金

貸 付 金

投資及び出資金

その他の経費

補 助 費 等

物 件 費

予 備 費

合 計

区        分

義務的経費

投資的経費 普通建設事業費

　計

積 立 金

計

３,７３０,５９１ 

２,９２８,５１１ 

４,１２０,０００ 

２,６１１,７４７ 

H21年度

１０,７７９,１０２ 

２,４７６,７９７ 

１３４,９５０ 

２,２５９,５４３ 

１,６６９,２１７ 

５９０,３２６ 

４,１１９,６０８ 

２,５１６,９２０ 

△ ３６.９ 

△ ４.４ 

１００.０  

５０,０００ 

１９,７７０,０００ 

H21年構成比

５４.５  

１８.９  

１４.８  

２０.８  

１３.２  

１２.５  

【一般会計予算経費別総括表】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

① 　人件費、扶助費及び公債費の義務的経費については、１０７億７，９１０万円、前

年度比１億２，２６９万円の増（１．２％の増）を計上しています。　

　人件費については、職員の退職手当の増加があるものの議員定数の削減や特別職給

与のカットなどにより２．１％の増になっており、扶助費については身体障害者福祉

費や生活保護費の増などにより９．３％の増となっています。

② 　物件費及び維持補修費の消費的経費については、小中学校の校外学習事業の予算化

により、２６億１，１７４万円、前年度比１億３，０６４万円の増（５．３％の増）

を計上しています。

③ 　投資的経費については、限りある財源を有効配分するため「事業の選択と集中」と

いう考え方のもと市単独事業を中心に事業費の抑制に努め、２２億５，９５４万円、

前年度比１億４，２１４万円の減（５．９％の減）を計上しています。

歳 出



義務的経費（人件費＋扶助費＋公債費）
消費的経費（物件費＋維持補修費）
投資的経費（普通建設事業費　補助＋単独）
その他の経費（補助費等＋出資及び投資金＋貸付金＋積立金＋繰出金＋予備費）

議会費
239,292千円
1.2%

諸支出金
5,000千円
0.0%

予備費
50,000千円
0.3%

公債費
4,120,020千円
20.8%

教育費
2,467,443千円
12.5%

消防費
813,332千円
4.1%

土木費
2,443,184千円
12.4%

農林商工費
199,331千円
1.0%

衛生費
1,675,991千円
8.5%

総務費
2,337,699千円
11.8%

民生費
5,418,708千円
27.4%

予備費
50,000千円
0.3%

積立金
117,026千円
0.6%

繰出金
1,432,662千円
7.2%補助費等

2,516,920千円
12.7%

普通建設事業費　単独
590,326千円
3.0%

普通建設事業費　補助
1,669,217千円
8.4%

維持補修費
134,950千円
0.7%

物件費
2,476,797千円
12.5%

公債費
4,120,000千円
20.8%

扶助費
2,928,511千円
14.8%

人件費
3,730,591千円
18.9%

【平成21年度予算歳出構成比】

総     額
19,770,000千円

100.0％

[性質別]

総      額
19,770,000千円

100.0％

[目的別]



市民一人当たりの予算

【民生費】 【衛生費】

円 高齢者、児童の福祉などに ごみ処理、病気予防などに

１世帯当たりの予算 円 円 ％ 円 ％

市の人口 人 【公債費】 【消防費】
市の世帯 世帯 借入金の返済に 消防活動や防災のために

（平成２１年１月３１日現在） 円 ％ 円 ％

【土木費】 【議会費】
道路、河川の整備などに 市議会を運営するために

円 ％ 円 ％

【総務費】 【農林商工費】

文化振興、情報化などに 農業の振興などに

円 ％ 円 ％

【教育費】 【その他】 諸支出金・予備費

学校、図書館の運営などに 円 ％

円 ％

収入 支出

給料 食費
(市税) 万円 （人件費） 万円

パート収入 生活費
（使用料・手数料など） 万円 （物件費・補助費等） 万円

親からの仕送り 医療費
（国庫支出金・地方交付税など） 万円 （扶助費） 万円

貯金の取り崩し 自宅の修理代
（繰入金） 万円 （維持補修費） 万円

借入金 車・土地の購入費
（市債） 万円 （普通建設事業費） 万円

合計 子どもへの仕送り
万円 （他会計への繰出金など） 万円

借入金の返済
（公債費） 万円

借入金の残高（一般会計） 貯金
※平成２０年度末見込み 万円 （積立金・貸付金など） 万円

合計
万円1,111

8

127

80

231

10

1,111

7

2,075

33,075 12.5

2,672

123

394

87

500 210

165

280

22,466 8.5

10,901 4.1

1.0

737 0.3

3,207 1.2

72,637 27.4

55,228 20.8

32,751 12.4

31,336 11.8

２６５,０１０
７３７,５２１

74,601
26,806

【平成２１年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】
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